















































































































































年月 総貸出 住宅資金B／A（A） （B）　（％）
…　… L都41．3 109，797 78 O．1
43．3138，582245 0．2
銀45．3 191，2291，483 0．8






相4ユ．3 27，090 124 0．5
43．336，873 332 O．9














































ニュ1ヨーク市の銀行 44，328 3，7288．4 32，759（100．O） 17，479（53．4） 15，280（46．6）
シ　　カ　　ゴ市の銀行 1O，603 823 7．8 　9，802（100．O） 4，683（47．8） 5，119（52．2）
他の準備市　銀　行 86，901 19．53622．5 97，986（100．O） 40，393（41．2） 57，593（58．8）
地方銀行　gO・71629．12732．1工38，391（100．0） 59，008（42．6） 79，383（57．4）
　　注　要求払預金のなかには，銀行間預金，政府預金および敢立遇樫の現金項目
　　　　を含ま抵い。
　　　　有期性預金のなか帝こは，錘行間預金，攻府預金および郵便貯金は含まない鉋
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Federal　Reserve　Bul1etin）
くあてはまっているといえる。この表で，大都会であるニュrヨークやシカゴ
の銀行よりも勉の準備市銀行や地方銀行の方が，有期性預金の比重が犬きいこ
とがわかるが，同時に後者の方が前老よりも，貸出のたかで不動産低当貸付
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（そのなかの中心は住宅ローソである）が占める比率がはるかに犬きいことが
わかるからである。もっとも預金のバラソスの相違の程度に比較して，不動産
低当貸付の比率の相違の程度の方がはるかに激しいが，これはCD（negOtiable
time　c航i丘cate　Of　deposit一譲渡可能有期預金証書）の出現以来，ニューヨ
ークやシカゴの銀行によるC　Dの増加が，かかる銀行の有期性預金の比重を著
しく増大させたことによると考えられ私
　もっとも，有期性預金の比重が大きくなることは・それだけ利子を支払う預
金の比重が大きくなることを意味するから，銀行にとって収益率の高い貸出を
やらなげればならないということになり，かかる方向が銀行をして住宅ローソ
を増加させる一要因にたることも考えられる。住宅ローソに関する融資のメカ
ニズムが頗る未発達のため，そのコストが非常に高いわが国では，このような
ことは現実問題にはなっていない。だが家計への資金供給に積極的態度をとら
なければならないアメリカの銀行では，かかる観点から住宅ローソを取上げる
場合がしばしばある。そして一般的に住宅ロー：■は賦払貸付〔自動車，家具・家庭
用電気器具等を割賦購入するための資金貸付，すなわちわが国でいう住宅ローソ以外の消
費者金融であるが，ただし買手が振出した賦払手形（ないし契約書）をディーラーから
買敢ることも含む〕とともに，収益率のよい貸出とされている。実際には賦払貸
付の方が庄宅ローソよりも収益率が高く，現在，賦払貸付の金利は大体9～10
％であるが，住宅ローンのそれは6．25～6．5％である。
　（2）上述してきたように，銀行が住宅ローソを十分に伸ぼしていくためには，
安定的た長期資金が必要であ飢しかし有期性預金の増加にも限度があるから・
もしも財政資金その他，外部から住宅ローソのための特別た源資が導入されな
いとすれば，銀行にとって住宅ローソのメカニズム自体に・資金の流動化がは
かられる仕組みが生まれることが重要なことになってくるであろう。
　現在，わが国では，住宅ローソに関係して，低当証券制度の活用ということ
が問魑になっているが，これはまさに住宅ローソの結果現われてくる低当権付
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き資付債権を資金化して，住宅ローンによる銀行の流動性の低下を防ごうとす
ることをねらいとしている。すたわちこの仕組みによって長期の貸付による資
金の固定化を避けようとするもので，これはアメリカにおける低当貸付（m0・
rtgage　lOan）を範にしようとするものである。
　低当証券制度についての詳しいことは既にいろいろ論じられているので，こ
こでは特別に取上げないが，アメリカの銀行の不動産低当貸付は，その大部分
が低当証券金融であるといえる。アメリカにおげる住宅金融の特徴の一つは，
低当権者である貸手（商業銀行のほか貯蓄貸付組合，生命保険会杜，相互貯蓄銀行等
があげられるが，そのうちでも貯蓄貸付組合の比重は極めて大きく，低当証券金融の約
45％をまか在っている）から投資家へ低当証券が買取られる媒介的組織として，
低当会杜（mortgag・・0mpany）が発達していることである。この会杜は，また，
金融機関の代理機関として，住宅金融に関する顧客の信用調査や諸手続き，低
当物件の管理等の業務をもやっているのである。
　事実，アメリカでは多くの州で銀行自身がかかるモーゲジ業務をやることを
許しているし，また多くの銀行がその関係会杜にモーゲジ・カソパニイをもっ
ている。たとえばアメリカの三大銀行の一つで，ニューヨークに在って，全米に
わたる多数の銀行のコルレスの親としての役割を果たしているチェス・マソハ
ヅタソ銀行（Chase　Manhatt・n　Bank）は，国際的業務に大きな比重を置いてい
て，住宅ローソは全貸出のうち約5％にすぎないが，それでもChase　Manha－
ttan　Mortgage　and　Rea1ty　Trustという会杜と密接な関係をもっているし，
またそ一ゲジ業務をやっている二つの会杜，す注わちDovenmuehle　Inc・と
Housing　In▽estment　Corporation　Of　PuertO　Ric0を株式の上で支配してい
るのである。
　なお，わが国では昨今，住宅金融専門会杜が設立される傾向がみられる。す
なわち，その一つは既に設立されて業務も開始している日本住宅金融会杜であ
る。この会杜は〕C　Bクレジットカードのグループに属する都銀5行のほか，
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長信銀の3行，更に信託2行が参加し，また生保5杜，損保8杜が出資してい
る。更に近く，U　Cクレジットカードのグループに属する都銀5行を中心に，
他の都銀2行，長信銀の3行，信託4行，生保10杜，損保11杜が参加して，別
の住宅金融会杜が設立されようとしているし，また信託7行による住宅金融会
杜の設立も行われようとしている。
　これらの会杜は，それ自体，住宅ローソを専門にやる会杜であるが，同時に，
アメリカのモーゲジ・カンパニイと同様，不動産の管理や登記上の手続きなど
もやり，現在各銀行がそれぞれ住宅ローンをする場合に，このような附随的な
仕事をコストの面で改善していくというねらいをもっているといえ私既述の
ように，銀行としては，住宅ローソを増加させていくにしても，その流動性と
いう点を常に考慮していかなければならない以上，このように長期資金を保有
する他の機関とともに住宅金融会杜をつくり，そこを通じて住宅ローンを伸ば
すやり方も，自然の途として今後とも大いに注目すべきである。イギリスにお
いて商業銀行が，それぞれ賦払貸付（消費老金融）をやりながら，同時に，多
くの銀行が，その傍系会杜として割賦購買金融会杜（hi・e－pu・chase丘n・nce
corporati㎝）をもち，そこを通じて賦払貸付（ことに比較的長期のもの）に進
出していることなども，同じような線をいくものとして参考になると思われ
る。
　（3）現在のわが国では未だ問題になっていないが，アメリカでは，住宅金融を
含めた不動産低当貸付の限度について，次のような規制があ乱すなわち，そ
れは国法銀行について，払込資本金ブラス剰余金の100％，または有期性預金
（貯蓄預金を含む）の60劣のいずれか大きい方の額を限度として不動産低当貸
付を許し，そして個々の貸付は担保になる物件の評価額の50劣を超えないで，
且つ貸付期隈は5年以内でなげればならないというのである（もっとも貸付額の
うち一定期間にどれだげ償還されるかに従って，貸付期隈の延長および担保物件の評価
額に対する貸け額の割合の増加を認めてはいる）。
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　われわれは住宅金融が盛んなアメリカでも，かかる金融に対し上記のような
規制があるという事実を考えるべきであろう。アメリカで住宅ローソが発展し
たのは，1930年代に賦払返済方式の貸出（・m・・ti・・d］・・n）が現われ，このよう
な形式をとるならば，長期の貸出も，相当に流動性をもつものになるというこ
とが認められてからであったし，また1930年代の後半に，ニューディール政策
の効果があらわれて，銀行が多額の過剰準備をもつようになってからであって，
それまでは強い反対があったのであ飢それは，住宅金融が貸付期間が長期で
あるのに，その貸付債権の容易に売貿されうる組織立った市場がないことと，
担保になっている不動産そのものに即時的な市場性（salabi1ity）がないことが
理由であった。現在このような欠陥は，既述のようにモーゲジの仕組みの発達
によって解消しているといえるが，それでも住宅金融に隈界を設げていること
は，商業銀行にとって，住宅金融そのものが「商業的」た性格でないというこ
とであって，この点は常に考慮されなければならないことなのである。
皿　これからの問題点
　銀行の側からみれぼ，その客観的環境が住宅ローソを将来大いに増カロさせて
いく傾向にあるとみてよいことは既に述べたが，かかるローソを利用するユー
ザーの側からみたらどうであろうか。住宅所有に対するユーザー側の希望は今
後とも相当期問にわたって激しいことは十分期待できるし，従って住宅ローソ
に対する需要も同様であるとみてよいであろう。しかし実際間題としてユーザ
ーにとって住宅ローソの金利が高いことが問題である。
　現在，住宅ローソの金利は，貸付期間10～20年の場合で，ほぼ9．5～10％ぐ
らいである。借手の70％以上が30歳代であるといわれるだげに，利用者にとっ
てはかかる金利が相当過重な負担になっていることは十分に推察できることで
ある。
勿論，住宅ローソだげではなく，消費老金融一般について，企業金融よりも
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コストがかかるといえる。貸付額が小額であるのに，顧客の信用調査や返済金
の回収に要する費用などが相対的に大きいからである。とくに住宅ローソにつ
いては，既述のように担保物件の管理や諾手続きについて相当専門的知識が要
求されるので，コストは高くなるのである。そこで住宅ローソの金利が高いの
は当然のことであるといえる。
　しかし消費者金融そのものが，企業金融のようにそれ自体利潤を生み出すも
のではないので，金利はできる隈り低くなげればならないという運命をもって
いる。そこで今後，銀行にとって住宅ローンに関してコストダウ1■を図り，そ
の金利をいかに引下げていくかに努力することが肝要である。
　この場合，銀行にとって大いに考慮すべきことは信用調査体制の整備という
ことであろう。このことぱコストダウンにとってのみならず，住宅ローソを含
めた消費者金融そのものにとって，前提条件ともいえることであ飢いかなる
金融についても，貸手にとって童ず大切なことは，借手の信用をいかにして，
正確でしかも迅速に評価するかということであるし，また現在，住宅ローソの
うち提携ローソがなお相当大きなウエートを占めているが，今後はしだいに非
提携ローソの比重が大きくなると考えられ，その場合，銀行にとってみずから
顧客の信用調査をやらなげれぼならないことになるからである。
　個人の信用調査は，その人の3C（能力　　capac・ty，性格一・ha・act・・，
資産一capital）を評価するわげであるが，それには銀行自身がその地域杜会
の個人との親密度を増すことに努めるとともに，相互に協力して信用調査機関
を設立することも考えるべきであろう。全国銀行協会などでかかる機関設立の
構想が長いあいだねられてきていると聞くが，当を得た方策であるといえよ
う。数年来，・銀行（ことに都銀）は傍系の会杜によってクレジットカード業務
へ進出しているが，さらに信用調査機構の整備という点で，割賦販売業界や信
販業界等の他の消費老信用の分野と協力することも一考すべきであろ㌔アメ
リカでは現在約2，200のクレジット・ビューローがあり，各地域杜会におげる
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個人の信用調査をやっている。かかるクレジット・ビューローが各種の金融機
関や割賦販売ディーラーや百貨店等を会員とした協同組織のものが多いことた
どを参考にすべきである。
　しかし当面の問題として，住宅ローソの金利の引下げにはおのずから隈界が
あるとすれば，財政面より利子補給という政策も考えられよう。もっとも，こ
れにはいろいろ論議の的となることが多いと思われる。だが住宅そのものが国
民生活の基本を形成すると考えられるし，またローソによって住宅を購入する
ことは体系的な貯蓄計画が自分ではなかたかできない中級所得階層に一種の強
制貯蓄をさせることにもなるので，住宅ローソに利予補給をすることは，公共
的な国民の投資・貯蓄を援助することになるともみられうるであろう。そこで
多くの国において住宅建設に関係し，税金の面で優遇措置がなされていること
は事実である。わが国では昭和42年から住宅貯蓄減税制度が採用されているし，
極く最近，建設省は昭和47年度建設省関係税制改正要望事項のうちに，住宅ロ
ーソについて，年間の賦払償還金がその年の所得総額の10％を趨えるときに，
その超過分を所得控除するという案を入れている。この案だと，たとえば年収
250万円の人で，賦払償還金が60万門の場合だと，60万門から年収の10刎こ当
る25万門を差引いた35万円が所得税の対象からはずされることに二たるのであ
る。外国には，住宅ローソの金利として，顧客が実際に支払う利子から，税金
の面で優遇措置によって控除される都分を差引いたものを取上げるぺきである
という見解もある。
　いまやわが国銀行の住宅ローソは大きな回転期に来ている。銀行が住宅ロー
＝■を大いに伸ぼそうとするならば，みずからの性格とかかる金融との関係を，
いま一度原理的に分析することから出発すべきであるし，また，住宅は技術的
にみると消費財というよりは投資財であるといえるが，住宅ローソの借手はみ
ずからを投資家とは考えず，つねに消費者としての行動のみをしがちであると
いうことも考えて，借手である一般大衆の心理や行動にも十分な注意を払って
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いくべきである。 （1971年8月）
486
